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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第12期
第３四半期
累計期間

第13期
第３四半期
累計期間

第12期

会計期間
自 2019年８月１日
至 2020年４月30日

自 2020年８月１日
至 2021年４月30日

自 2019年８月１日
至 2020年７月31日

売上高 (千円) 561,354 762,178 732,883

経常利益 (千円) 96,301 177,464 124,131

四半期(当期)純利益 (千円) 65,453 113,943 83,649

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ― ―

資本金 (千円) 30,000 283,923 30,000

発行済株式総数 (株) 5,000,000 6,223,400 5,000,000

純資産額 (千円) 300,855 938,542 316,751

総資産額 (千円) 421,989 1,080,209 438,436

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 13.09 19.54 16.73

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― 19.10 ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 71.3 86.9 72.2
 

 

回次
第12期
第３四半期
会計期間

第13期
第３四半期
会計期間

会計期間
自 2020年２月１日
至 2020年４月30日

自 2021年２月１日
至 2021年４月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 4.56 3.00
 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．第12期第３四半期累計期間及び第12期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在

するものの、当社株式は非上場であったため、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

５．当社は、2020年10月27日に東京証券取引所マザーズに上場したため、第13期第３四半期累計期間の潜在株式

調整後１株当たり四半期純利益は、新規上場日から第13期第３四半期会計期間の末日までの平均株価を期中

平均株価とみなして算定しております。

６．１株当たり配当額については、配当を実施していないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による事業への影響については、今後も注視してまいります。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。また、当社の

事業セグメントはファミリーデータプラットフォーム事業のみの単一セグメントであるため、セグメントごとの記載

をしておりません。

 
(１) 経営成績の状況

　厚生労働省の2019年人口動態統計によると、日本人の国内出生数は86万５千人となり、年々減少傾向にあるもの

の、株式会社矢野経済研究所「子供市場総合マーケティング年鑑 2019年度版」によると、2019年度の子供関連ビジネ

スの市場規模推移は前年比2.2%増の15兆4,168億円と順調な成長が見込まれております。

そのような環境の下、当社においては、「家族の健康を支え 笑顔をふやす」というコーポレートビジョンのもと、

ファミリーデータプラットフォーム事業を推進しております。

当第３四半期累計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウィルス感染症の拡大により発令された緊急事態宣言

の影響で個人消費や企業活動が制限され、景気が急速に悪化いたしました。いまだ国内においては感染拡大が継続し

ており、先行きは依然として不透明な状況が続いております。

このような事業環境の中、当社においては、保険領域にてユーザーの保険見直しニーズの高まりによる送客件数の

増加、住宅領域などの新規顧客開拓強化、オリジナル出生届を中心としたプレゼント構成の見直しによる費用削減、

新規事業・サービスの開始等、数多くの施策を行ってまいりました。

こうした取り組みの結果、当第３四半期累計期間の売上高は762,178千円（前年同期比35.8%増）、営業利益は

192,414千円（前年同期比101.2%増）、経常利益は177,464千円（前年同期比84.3%増）、四半期純利益は113,943千円

（前年同期比74.1%増）となりました。

 
(２) 財政状態の状況

（資産）

当第３四半期会計期間末における流動資産は1,033,233千円（前事業年度末比610,113千円増加）となりまし

た。これは主に、現金及び預金の増加620,181千円、売掛金の増加9,983千円によるものであります。固定資産は

46,976千円（前事業年度末比31,659千円増加）となりました。これは主に、新オフィス移転に伴う有形固定資産

の増加13,121千円、新オフィスの敷金払込に伴う投資その他の資産の増加10,996千円、新規アプリ制作に伴う無

形固定資産の増加7,540千円によるものであります。

以上の結果、総資産は1,080,209千円（前事業年度末比641,772千円増加）となりました。

 

（負債）

　当第３四半期会計期間末における流動負債は137,798千円（前事業年度末比16,113千円増加）となりました。こ

れは主に、未払法人税等の増加15,158千円があったことによるものであります。固定負債は3,868千円（前事業年

度末は発生無し）となりました。これは、新オフィスに関する資産除去債務となります。

　以上の結果、負債合計は141,667千円(前事業年度末比19,982千円増加)となりました。

 

（純資産）

　当第３四半期会計期間末における純資産は、938,542千円(前事業年度末比621,790千円増加)となりました。こ

れは主に、新規上場に伴う公募増資及び有償第三者割当増資等により資本金が253,923千円、資本準備金が

253,923千円、四半期純利益の計上により利益剰余金が111,643千円増加したことによるものであります。
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(３) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期累計期間において、当社の経営方針・経営戦略等の重要な変更はありません。

 
(４) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(５) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2021年４月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年６月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,223,400 6,223,400
東京証券取引所
(マザーズ)

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式で
あり、単元株式数は100株であ
ります。

計 6,223,400 6,223,400 ― ―
 

(注)　提出日現在の発行数には、2021年６月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年２月１日～
2021年４月30日（注）

2,600 6,223,400 390 283,923 390 273,923
 

（注）新株予約権の行使による増加であります。

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2021年１月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   2021年４月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

62,180
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式6,218,000

単元未満株式
普通株式

― 同上
2,800

発行済株式総数 6,220,800 ― ―

総株主の議決権 ― 62,180 ―
 

 

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(2021年２月１日から2021年４月

30日まで)及び第３四半期累計期間(2020年８月１日から2021年４月30日まで)に係る四半期財務諸表について、有限責

任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３  四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2020年７月31日)
当第３四半期会計期間
(2021年４月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 314,987 935,168

  売掛金 73,442 83,426

  原材料及び貯蔵品 19,273 9,206

  その他 15,416 5,431

  流動資産合計 423,119 1,033,233

 固定資産   

  有形固定資産 3,161 16,282

  無形固定資産 108 7,648

  投資その他の資産 12,048 23,044

  固定資産合計 15,317 46,976

 資産合計 438,436 1,080,209

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 21,577 14,965

  未払法人税等 28,780 43,938

  未払金 40,640 34,199

  その他 30,687 44,694

  流動負債合計 121,685 137,798

 固定負債   

  資産除去債務 - 3,868

  固定負債合計 - 3,868

 負債合計 121,685 141,667

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 30,000 283,923

  資本剰余金 20,000 273,923

  利益剰余金 269,051 380,694

  自己株式 △2,300 -

  株主資本合計 316,751 938,542

 純資産合計 316,751 938,542

負債純資産合計 438,436 1,080,209
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自　2019年８月１日
　至　2020年４月30日)

当第３四半期累計期間
(自　2020年８月１日
　至　2021年４月30日)

売上高 561,354 762,178

売上原価 153,879 171,403

売上総利益 407,474 590,775

販売費及び一般管理費 311,832 398,360

営業利益 95,642 192,414

営業外収益   

 受取利息 0 4

 受取補償金 423 -

 雑収入 233 28

 営業外収益合計 658 32

営業外費用   

 上場関連費用 - 14,982

 営業外費用合計 - 14,982

経常利益 96,301 177,464

税引前四半期純利益 96,301 177,464

法人税、住民税及び事業税 32,781 57,932

法人税等調整額 △1,933 5,587

法人税等合計 30,848 63,520

四半期純利益 65,453 113,943
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【注記事項】

(追加情報)

新型コロナウィルス感染症による当社の販売に与える影響は軽微であるとの仮定のもとに、固定資産の減損や繰

延税金資産の回収可能性の評価等の会計上の見積りを行っております。

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次の通りであります。

 

 
前第３四半期累計期間
(自 2019年８月１日
至 2020年４月30日)

当第３四半期累計期間
(自 2020年８月１日
至 2021年４月30日)

減価償却費 2,731千円 4,123千円
 

 
(株主資本等関係)

株主資本の金額の著しい変動

当社は、2020年10月27日に東京証券取引所マザーズに上場し、上場にあたり2020年10月26日に公募増資による

払込を受け、資本金が207,000千円、資本剰余金が207,000千円増加しております。

また、2020年11月26日を払込期日とする有償第三者割当(オーバーアロットメントによる売出しに関連した第

三者割当増資)による新株式の発行224,800株により、資本金が46,533千円、資本剰余金が46,533千円増加し、当

第３四半期会計期間において新株予約権の行使が行われ、資本金390千円、資本剰余金が390千円増加しておりま

す。

　この結果、当第３四半期会計期間末において、資本金283,923千円、資本剰余金273,923千円となっておりま

す。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、ファミリーデータプラットフォーム事業のみの単一セグメントであり重要性が乏しいため、セグメン

ト情報の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下の通

りであります。

 

 
前第３四半期累計期間
(自 2019年８月１日
至 2020年４月30日)

当第３四半期累計期間
(自 2020年８月１日
至 2021年４月30日)

(1) １株当たり四半期純利益 13円09銭 19円54銭

(算定上の基礎)   

 四半期純利益(千円) 65,453 113,943

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

 普通株式に係る四半期純利益(千円) 65,453 113,943

 普通株式の期中平均株式数(株) 5,000,000 5,831,140

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ― 19円10銭

(算定上の基礎)   

　四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株)  134,831

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業
年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注) １．前第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当

社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

２．当社は、2020年10月27日に東京証券取引所マザーズに上場したため、当第３四半期累計期間の潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益は、新規上場日から当第３四半期会計期間の末日までの平均株価を期中平均株価とみ

なして算定しております。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

　　2021年6月10日

株式会社カラダノート

取締役会 御中

 

有限責任監査法人ト ー マ ツ
 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 瀧野恭司 ㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中山太一 ㊞

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社カラダ

ノートの2020年8月1日から2021年7月31日までの第13期事業年度の第3四半期会計期間（2021年2月1日から2021年4月30日

まで）及び第3四半期累計期間（2020年8月1日から2021年4月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借

対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社カラダノートの2021年4月30日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第3四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められな

かった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事

項が適切でない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監

査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は

継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準

に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表

の表示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる

事項が認められないかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
 

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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